
令和３年7⽉30⽇

脱炭素社会に向けた
地域新電⼒事業について
（恵那電⼒株式会社の設⽴）

恵 那 市



１．経緯

〇令和元年度
３⽉ ⽇本ガイシ（株）から蓄電池（NAS電池）と太陽光パネルを活⽤した

事業連携の提案あり

〇令和２年度
４⽉〜 事業可能性検討への協⼒（企画課が窓⼝）

６⽉〜 太陽光パネル設置可能施設（約30の公共施設）の調査開始

８⽉ ⽇本ガイシから事業スキーム（地域新電⼒事業）の提案あり

10⽉ 中部電⼒ミライズ（株）が事業参画の意思表明

〇令和3年度
４⽉8⽇ ⽇本ガイシ、中部電⼒ミライズ、恵那市の3者により「株主間協定」の締結

4⽉14⽇ 恵那電⼒株式会社設⽴



〇電⼒⾃由化
・2000年から電気の⼩売⾃由化が始まり、「特別⾼圧」区分の⼤規模⼯場、デパー
トなどが電⼒会社を⾃由に選ぶことができるようになった。

・2004年・2005年の「⾼圧」区分の中規模⼯場、中⼩ビルなどに続き、2016年には
「低圧」区分に属する⼀般家庭まで拡⼤された。

〇地域新電⼒
・⼩売⾃由化により新規参⼊した電⼒会社を「新電⼒」と呼ぶ（中部電⼒などの⼤
⼿電⼒会社10社に対して）。

・新電⼒の中でも、エネルギーの地産地消を促進し、地域資⾦の地域内循環を⽬標
に、供給エリアを絞った地域密着型の電⼒会社のことを「地域新電⼒」と呼ぶ。

・地域新電⼒の中でも、地⽅⾃治体が出資しているものを「⾃治体新電⼒」とも呼び、
それぞれの地域の特徴（⾃然エネルギー、ごみ焼却熱による発電）を活かして事業
化している。

２．地域新電⼒とは



３．全国の⾃治体新電⼒

出典 : 2019年 10⽉ エネ庁 『地域活⽤電源に係る制度のあり⽅』



４．地域新電⼒が注⽬される背景

旧⼀電（中部電⼒）

〇 ⾃然災害の激甚化・頻発化
経験ない災害が毎年発⽣。ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾝﾌﾗ強化が急務。

〇 ⻭⽌めかからない⼈⼝減少
全国900⾃治体の半分が2040年に消滅の可能性*
⼈⼝流出が続けば、⾃治体の存続⾃体も危ぶまれる
* ⺠間有識者らでつくる⽇本創成会議が2014年に指摘

今回の恵那市も消滅可能性都市に分類されている

〇 ⽼朽化した送配電インフラの維持と更新
〇 2020年 4⽉ 発送電分離

電⼒需要減少する地域ではﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰﾋﾞｽ *継続が困難

従来ﾓﾃﾞﾙでの収⼊が⾒込めず設備維持も難しい
〇 2020年度 電⼒事業法の改正**(⾒込み）
* 都市部でも地⽅部でも、等しく同じ料⾦・同じサービス
** 「配電事業化」「託送制度の⾒直し」

地⽅⾃治体

 旧⼀電/⾃治体の課題を受け、国主導で地域新電⼒が域内電⼒供給の主体化
課題① 旧⼀電 ︓ ユニバーサルサービス*と同等の料⾦・品質の維持と提供
課題② 地⽅⾃治体 ︓ 少⼦⾼齢化社会での持続可能な住⺠サービスの提供

地域新電力旧一電力

<<メリット>>
地⽅⾃治体との共存共栄
リソース(⼈物⾦)の効率化

災害対応⼒の強化
双⽅にメリット/win-win

<<メリット>>
レジリエンス強化/BCP
地域内での経済循環

直接間接の雇⽤創出効果

地⽅に出来ることは地⽅で



５．これからの電⼒市場イメージ

電気の流れ で で

発電所

市街地

地⽅
（⼭間地等）

離島

【今後】 地域内での⾃⽴分散化が進む
双⽅向・⼤容量のNAS電池ｲﾝﾌﾗ価値は⾼い

地域新電力

平時、送電網には
電気は流さない

充電/放電

⼤容量蓄電池再エネ発電設備

需要家

【過去】 電⼒会社が⼀気通貫で運営

旧電⼒システム（1⽅向） 地域新電⼒（双⽅向）



■令和２年度
〇10⽉26⽇（菅⾸相所信表明）
2050年までに温暖化ガス排出量を実質ゼロにする

〇12⽉10⽇（河野⾏政改⾰担当相、⼩泉環境相）
令和３年度から、政府は国の施設で調達する電⼒の３割を再⽣可能エネルギーに切り替える
太陽光や⾵⼒などを使って発電する事業者から⼩売事業者などを通じて購⼊する⾒通し

〇12⽉21⽇（環境省）
地球温暖化対策推進法では、全⾃治体に地球温暖化対策の実⾏計画の作成を義務付けている
この計画に太陽光など再⽣可能エネルギーの導⼊⽬標の設定を義務付ける⽅針
今後、制度設計を⾏い、来年（R3）の通常国会に改正案を提出予定

■令和3年度
〇5⽉26⽇（法律）
「地球温暖化対策の推進に関する法律の⼀部を改正する法律」の可決

地域再エネを活⽤した脱炭素化を促進する事業を推進するための計画・認定制度の増設

〇7⽉21⽇（経済産業省）
新エネルギー基本計画の原案が公表され、2030年度の総発電量に占める再⽣可能エネルギーの

⽐率を36％〜38％と⼤幅に引き上げられた。

６．⾏政におけるエネルギー政策の⽅向



７．恵那市が取り組む意義

〇エネルギーの地産地消（恵那市産の再⽣可能エネルギーを地域内で消費、市外に流出して
いた資⾦を地域内に還元し、地域経済の活性化に寄与する）を通して地⽅創⽣に寄与する
〇近年激甚化する⾃然災害へのレジリエンス（対応⼒）強化
〇本事業の収益還元による更なる再エネの導⼊拡⼤（将来）
〇本事業の意義を伝える次世代への環境教育の実施

電⼒事業は、第2次恵那市総合計画に掲げる複数の『地域課題の解決』 を期待できる。

地域新電⼒会社

市内の未利⽤屋根/⼟地
(10か所程度)

+ 恵那市外の電源

地産 地消

市内の公共施設(60か所程度)
＋明知ガイシ⼯場

＋ 恵那市内で本事業に賛同する
親和性の⾼い事業者に拡⼤予定

<事業スキーム>

で

事業利益（将来）

再エネ・蓄電池の追加導⼊
次世代の環境教育への投資

地産電⼒を調達 市内に販売

<事業⽬的>

令和4年4⽉から
恵那市役所や⼩中学校
への電⼒供給を予定



８．地域新電⼒を通じて取り組む地域課題

理念 基本施策 地域課題 地域新電⼒の取組

安 ⼼ [６] 災害から⽣活を守る 防災・減災に向けた取組 NAS電池や⾃⽴運転型PVによる災害時避難場所のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ（対
応⼒）強化

活 ⼒

[12] 誰もが学び続けられる社会全体で共に⽣きる⼒を育
てる

出前授業を通し環境教育に参加し、次世代の地域づくりを担う⼦供
たちに、ｴﾈﾙｷﾞｰの視点を含む地域循環共⽣圏の概念を伝える

[15] 産業をつくり、育てる 新たな活⼒への期待 世界規模で拡⼤するﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ*分野のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを確⽴し、恵
那市へのｴﾈﾙｷﾞｰ関連企業誘致や投資のきっかけとする

[16] もっと訪れたいまちに
なる

恵那の魅⼒発掘・発信とブラ
ンド化

再⽣可能エネルギーの環境価値(100万kWh/年)を戦略的に活⽤
することで、恵那市ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの向上に資する（例 屋外ﾚｼﾞｬｰ施設の
RE100化）

[17] 資源を活かし、まちを
潤す

地球温暖化 市内有数の電⼒消費者である市が率先して、再エネの積極的な利
⽤に取組み、その姿を市⺠・事業者に広くPRする。また、事業益活
⽤で、地産地消の深化に向けた環境施策を推進する

担い⼿ [21] まちの担い⼿が育ち、
つながる

まちづくりを担う⼒を⾼める 「⾃分たちのまちは、⾃分たちでまもる」精神のもと、的場地区（明智
町）をモデルとし、地域住⺠と共同で⾯的BCPを実現する

第2次恵那市総合計画に掲げる 『地域課題』 と 『地域新電⼒の取組』 の関係

※マイクログリッドとは、⼤規模発電所の電⼒供給に頼らず、コミュニティでエネルギー供給源と消費施設を持ち地産地消を⽬指す、⼩規模なエネルギー
ネットワークのこと。



⽬標 地域新電⼒の提供価値
エネルギーをみんなにそしてクリー
ンに

NAS電池を⽤いて、恵那市産の再⽣可能エネルギーを無駄
なく使い、かつ安定供給を実現します

働きがいも経済成⻑も 経済の地域循環に貢献します

住み続けられるまちづくりを 災害時に電気が供給されない時でもPV＋NAS電池にて電
気を供給し、強い都市をつくります

気候変動に具体的な対策を 太陽光パネル＋蓄電池（NAS電池）を⽤いてCO2フリーの
エネルギーを供給し、気候変動対策に貢献します

パートナーシップで⽬標を達成し
よう

恵那市と共に協⼒して事業を進めていき、地域新電⼒は恵
那市とWin-Winな関係を築いていきます

９．地域新電⼒の提供価値とSDGsの関係



地域新電力とは

10．恵那電⼒株式会社の会社概要
項 ⽬ 内 容

会社形態 株式会社（⽇本ガイシ、中部電⼒ミライズ、恵那市の合弁会社）

所在地 恵那市内

資本⾦
出資⽐率

8,000万円
①⽇本ガイシ 75.0%（6,000万円）
②中部電⼒ミライズ 12.5％（1,000万円）
③恵那市 12.5％（1,000万円）←事業終了後、返還される

会社設⽴ 令和３年４⽉14⽇

役員など 社⻑１⼈、監査役１⼈
取締役５⼈（⽇本ガイシ３⼈、中部電⼒ミライズ１⼈、恵那市１⼈）

事業内容 ①太陽光などの再⽣可能エネルギーによる発電及び売電事業
②再⽣可能エネルギー利⽤拡⼤サービス事業
③上記各事業の為に必要なコンサルティングの企画⽴案・提案、営業活動、
共同研究、システム開発 など

補⾜事項 ①事業期間は22年間（初年度は準備、令和４年度から電⼒供給、最終年
度は解体）
②事業への投資規模は約6.5億円（予定）
※環境省の補助⾦を活⽤（予定）（最⼤2/3補助）



11．地域新電⼒の運営

項 ⽬ 内 容 備 考

電⼒の需給
管理

中部電⼒ミライズのグループ会社（ダイヤモンドパワー）
が運営⽀援

①業務は委託で回す
②地域新電⼒には社員を置
かない

運営⽅針 ①会社に利益は残さない
②地元業者でできることは地元に発注する
③５年を⽬途に取締役会で事業運営評価

事業終了後、出資⾦は返
還される

電源 【発電】
太陽光パネル（市内10ヶ所︓200万kWh/年）

【調達】
①中部電⼒グループ（約1,600万kWh/年）

合計約1,800万kWh/年

電⼒供給先 ①約60の公共施設（1,000万kWh）
②明知ガイシ（750万kWh）

市役所、⼩中学校、スポー
ツ施設、福祉施設など



12．地域新電⼒の効果

項 ⽬ 特 徴 備 考

蓄電池（NAS
電池）の効果

①電⼒量のピークを抑制することができ、電⼒を安価に調
達可能
②災害時に避難所等へ電⼒供給が可能となる（明智
町をモデルと想定）

①公共施設の電気料
⾦は過去３年間平均
の⾦額で設定
②調達と売電の差額で
電⼒会社を運営

事業効果 ①エネルギーの地産地消
②再⽣可能エネルギーの環境価値（100万kWh/年）
③４億円規模の仕組みの構築（公共施設等に太陽光
パネル、NAS電池を設置）
④災害時のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ（対応⼒）強化
⑤宣伝広告効果
⑥市税収⼊8,000万円増加（20年間）
⑦本事業の収益還元による更なる再エネの導⼊拡⼤
（将来）

地域新電⼒の毎年度
の事業規模（収⽀）
は3.7億円
太陽光パネル設置施
設では停電時に⾃⽴
運転を⾏う機能を備え、
昼間の⽇照がある時間
帯には太陽光により発
電された電気の利⽤が
可能


